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本日ここに、平成２８年度一般会計予算案をはじめとする重要諸案件を提案し、

ご審議をお願いするに当たり、新年度の重点施策を中心に所信を申し上げ、議員並

びに市民の皆様方のご理解とご協力を賜りたいと存じております。 

 

新年度は、平成２７年度に策定いたしました第四次総合計画後期基本計画に基づ

く事業展開を始め、国・地方が総力を挙げて一体的に取り組む地方創生の実現に向

けて、また本市の人口減少の克服と地域活性化のため、実質的に施策を推進してい

く年となります。本市におきましては、奈良市らしさを全面的にアピールし、ブラ

ンド力を高め、選ばれるまちとなるべく、本市の特性に合わせた地域活性化への取

組を進めてまいります。本市の財政状況は、昨年の８月に平成３２年度までの財政

見通しとしてお示しさせていただいたように、今後も厳しいものでありますが、こ

うした状況下でも、中長期的な視点に立ち、なお一層の行財政改革を推進しつつ「選

ばれるまち 奈良」の実現を目指し、予算編成に取り組んだところでございます。

そして、子育てにおける希望を実現し、多様な人たちが訪れたくなり、理想のライ

フスタイルを実現できる、そのような「まち」をつくってまいります。具体的には、

教育環境の充実、子育て環境の充実、安全・安心に暮らせるまちづくり、さらに、

その他の地方創生を推進する各施策に重点を置き、予算配分いたしました。 

それでは、一般会計歳入歳出予算の状況について申し上げます。 

まず、歳入の主なものについてでございますが、その根幹をなす市税につきまし

ては、法人市民税は法人税割の税率の引き下げ等により対前年度比で４億６，９０

０万円の減となるものの、個人市民税は景気回復傾向を受けた個人所得の増加によ



り１億２，８００万円の増、固定資産税は、平成２７年度は３年に１回の評価替え

を行ったことにより家屋に係る税収が落ち込みましたが、新年度は家屋の新築など

により３億８，７００万円の増となるなど、市税全体としましては５１８億５，８

００万円、前年度に比して１億８，９００万円、０．４％の増を見込んでおります。 

各種交付金につきましては、景気回復等の影響により、地方消費税交付金が５億

円の増、同様に株式等譲渡所得割交付金や配当割交付金も合わせて４億５，０００

万円の増となるなど、全体として前年度に比して９億円、１１．７％の増を見込ん

でおります。 

地方交付税につきましては、地方税収の増加等を踏まえ、リーマンショック後の

危機対応措置であった別枠加算が廃止されることなどに伴い、国において地方交付

税総額がわずかに減となること、また、合併算定替の段階的縮減が開始されること

などから、前年度に比して３億５，０００万円、２．４％の減を見込んでおります。 

国庫支出金につきましては、低所得の高齢者を対象に支給される年金生活者等支

援などの臨時福祉給付金に係る国庫補助金が９億円の増、民間の認定こども園等へ

の措置に対する施設型給付費負担金が２億１，４００万円の増、保育所等整備交付

金が１億５，３００万円の増となることなどにより、前年度に比して５億３，９０

０万円、２．３％の増を見込んでおります。 

県支出金につきましては、公共施設再生可能エネルギー等導入事業補助金が１億

９，７００万円の増、放課後児童健全育成事業費補助金が１億５，０００万円の増、

参議院議員選挙費委託金が１億１，９００万円の増となることなどにより、前年度

に比して６億１，１００万円、９．１％の増を見込んでおります。 



繰入金につきましては、地域づくり推進基金繰入金が５億５，０００万円の増、

心のふるさと応援基金繰入金が２億９００万円の増、また財政調整基金繰入金２億

円などにより、合わせまして前年度に比して７億４，１００万円、１２４．３％の

増額を行うものでございます。 

また、市債につきましては、必要性を精査したうえで、街路事業債や幼稚園施設

整備事業債など増となるものもございますが、中学校給食室建設に目途がついたこ

となどによる中学校施設整備事業債の減、生駒市と共同運用を行う消防指令システ

ムの整備完了による消防施設整備事業債の減などにより、前年度に比して１４億１，

６００万円、９．８％の減としております。なお、退職手当債につきましては、平

成３７年度までの延長措置が講じられましたことから、その活用を図っております。 

一方、歳出についてでございますが、まず、人件費につきましては、効率的な行

政サービスが提供できるよう適正な人員配置を進め、退職欠員補充を抑制し削減に

努めておりますものの、人事院勧告による給与引き上げ、被用者年金の一元化によ

る共済費の増、また市独自の職員給料カットを行わないことなどにより、全体とし

ては前年度に比して３億３，２００万円、１．４％の増となっております。 

扶助費につきましては、児童手当が支給対象者の減により自然減となるものの、

障害者自立支援サービス及び障害児通所支援利用者の増加等による給付費の増、住

宅扶助や医療扶助の増加による生活保護費の増などにより、前年度に比して２億６，

０００万円、０．９％の増を見込んでおります。 

公債費につきましては、利子支払額が２億４，４００万円の減となるものの、元

金について臨時財政対策債の償還が４億８００万円の増、退職手当債の償還が１億



４，２００万円の増となることなどから、前年度に比して４億４，７００万円、２．

６％の増となります。 

なお、平成２８年度末の市債残高見込は特別会計、公営企業会計を含む全会計で

２，８００億８，９００万円で、平成２７年度末見込と比較しますと５０億６，５

００万円の減、実質的な地方交付税であります臨時財政対策債を除きますと、７７

億９，８００万円減少する見込となっており、市債残高の縮減を進めているところ

でございます。 

投資的経費につきましては、事業内容の精査に努め、近鉄大和西大寺駅北口駅前

広場整備や認定こども園施設整備などが増となるものの、奈良市・生駒市高機能消

防指令センター整備、デジタル移動系防災行政無線設備整備の完了などにより、前

年度に比して１１億３００万円、１２．３％の減としております。 

補助費等につきましては、先ほども申し上げました国の政策による臨時福祉給付

金８億２，５００万円の増などにより、前年度に比して１５億６，６００万円、１

３．８％の増となっております。 

以上により、本市の新年度予算案は、一般会計におきまして、 

１，２８６億円 

となり、前年度に比べまして１．０％の増となったところでございます。 

また、国民健康保険特別会計をはじめとする１０特別会計におきましては、 

７９９億３，４００万円、 

次いで公営企業会計五会計におきましては、 

２６８億３，８５７万円 



を計上し、これら全会計を合計いたしました奈良市全体の財政規模は、 

２，３５３億７，２５７万円 

となり、前年度の予算と比べまして１．１％の増となった次第でございます。 

 

続きまして、平成２８年度の主要な施策の概要につきまして、ご説明を申し上げ

ます。 

まず、重点施策の１つ目、教育環境の充実についてでございます。 

未来を担う子どもたちの教育は、本市にとどまらず日本の将来のためにも非常に

重要な施策のひとつでございます。子どもたちが安心して学校生活を送ることがで

きる教育環境の中で、将来を見据えた質の高い公教育を実現する「まち」を目指し

ます。 

まず、きめ細かな指導といじめ対策でございます。 

発達に応じた少人数学級の実施としまして、学習習慣を定着させる小学校１・２

年生では３０人学級編制に、丁寧な指導が必要な３・４年生では３５人学級編制と

し、５・６年生では中学校への接続を見据えて多様な個性や価値観の中で切磋琢磨

しながら学び合えるよう４０人学級編制といたします。あわせて、本市におきまし

ては、不登校や普通学級の中で特別な支援を必要とする児童生徒の増加がみられる

こと、また全国的な課題であるいじめ問題におきましても、この３年間、小中学校

からの報告件数が減少していないことなどの現状を鑑み、すべての子どもたちが安

心して学校に通い、笑顔で帰っていくことのできる環境を構築するための教育施策

を総合的に行っていくことといたしました。 



喫緊の課題であるいじめ問題につきましては、どの学校にも起こり得るとの認識

のもと、その撲滅を目指し、すべての学校において、いじめ対応教員として位置付

ける教員を配置することとし、さらにその支援のため新たに市費講師２２名を配置

いたします。 

また、特別支援教育支援員を８９名から９４名に増員し、増加傾向にある特別な

支援を必要とする児童生徒に細やかに対応するとともに、担任の学級運営や授業を

支援し、すべての子どもたちが充実した学習のできる体制づくりに取り組みます。 

次に、次世代を見据えた公教育改革でございます。 

産学官が連携した取組の中で、ディスカッションやプレゼンテーションなど、生

徒の主体的・協働的な学習を導入した授業形態であるアクティブ・ラーニングを積

極的に取り入れ、これからの社会に求められる力を育成するため、市立一条高等学

校の教育改革を実施いたします。 

また、小中学校においては、タブレット端末を使用した学習を行うＩＣＴ教育モ

デル校での調査研究を推進し、基礎的な学力の定着を図り、思考力・判断力・表現

力を育みます。 

さらに、国際理解教育の推進と語学力の向上を図るため、小学校１年生から英語

教育を実施、３年生からはＡＬＴ（外国語指導助手）２６名を全小中学校に定期的

に派遣し、子どもたちが楽しく無理なく英語に親しめるような取組を引き続き行っ

てまいります。 

次に、教育現場の支援体制の充実でございます。 

学校における教育相談体制を充実させるため、市立中学校については既に全校に



配置されておりますスクールカウンセラーを、市立小学校においても現在の３９校

から全校への配置とし、より多くの教員・専門家が学校の中で子どもたちに関わり

を持つことができる教育環境の構築を図ってまいります。 

また、教員の負担軽減を図り、授業に必要な教材研究の時間を確保するため、現

在実施しております部活動校内指導への外部指導者の派遣につきまして、公式戦等

にも生徒を引率して参加できるように制度を整え、部活動支援の充実をいたします。 

さらに、教員の指導力向上のため、小学校に加え、中学校も初任者のみから若手

教員に対象を拡大し、教員個別訪問研修の充実を行います。 

また、学校図書館におきましては、司書８名を小中学校に派遣し、書架や図書の

配置等工夫するなど環境を整え、司書教諭と連携しながら授業の支援を行うなどし

て、学校図書館の充実を図ります。 

次に、教育施設の整備でございます。 

月ヶ瀬地域における小中一貫教育実施にあたって既設中学校校舎の大規模改修と

小学校統合と小

 

また、三笠・若草・都南・登美ヶ丘・平城東の各中学校で給食室を整備し、既に

実施している学校を含め、全中学校で学校給食を実施いたします。 

さらに、市立図書館の利便性向上を図るため、図書返却ポストを５か所増設いた

します。 

 

続きまして、重点施策の２つ目、子育て環境の充実についてでございます。 



少子化が進む現在、まちの未来を担う子どもたち、そして子育て世代の定住・転

入施策は不可欠であり、教育環境の充実とともに、親が子どもを預けて仕事を続け

られるよう環境を整え、安心して子育てができる「まち」を目指してまいります。 

まず、子育て支援でございます。 

現在実施している子ども医療費助成について、現行の乳幼児及び小学生の通院・

入院、中学生の入院に加え、平成２８年８月から、新たに中学生の通院まで対象を

拡大いたします。 

また、狭隘
あい

化している二名バンビーホームの増築、老朽化しているあやめ池バン

ビーホームの改築、学校規模適正化による４小学校統合に伴う

の増築を行います。 

さらに、平成２５年度の国民生活基礎調査によりますと６人に１人の子どもが貧

困状態にあるとされており、本市におきましても、具体的な取組を展開するため、

子どもや家庭の実態等を把握し、支援体制等の検討を進め、整備計画の策定を行い

ます。  

次に、相談体制の充実でございます。 

公立及び私立の保育園、幼稚園、こども園に在籍する発達支援を必要とする園児

等が、園でそれぞれの特性に応じた支援を受けることができるよう、園巡回相談を

充実いたします。 

また、児童虐待対策としまして、虐待の発生予防、早期発見、迅速な対応を一層

図るため、家庭訪問などによる予防から支援までの一連の対策を強化いたします。 

さらに、平成２７年度に策定した「ＤＶ防止及び被害者の保護と自立支援計画」



に基づき関係機関との連携を図るとともに、配偶者暴力相談支援センター窓口の早

期開設を進めてまいります。 

次に、待機児童の解消でございます。 

少子化が進む中、現在の市立幼稚園と保育園を再編し認定こども園に移行するこ

とにより、規模を適正化しながら、両方の特長を生かした、より質の高い教育・保

育を目指し、待機児童の解消を図ります。新年度は、神功保育園・神功幼稚園・右

京幼稚園を再編した（仮称）神功こども園などの開園に向けた施設整備を行います。 

また、民間事業者による認可保育園１か所、小規模保育施設３か所の設置に対し

て施設整備補助を行い、施設の環境を整え待機児童の解消を図ります。 

 

続きまして、重点施策の３つ目、安全・安心に暮らせるまちづくりでございます。 

本市に住む、訪れる、すべての人が安全・安心に過ごせることは、「選ばれるま

ち」として重要な要素であります。防災・防犯のほか、日常生活の環境整備で、子

ども、高齢者、障がいを持つ人、すべての人にやさしい「まち」を目指します。 

まず、防災・防犯に強いまちづくりでございます。 

住民の関心やニーズも高く、犯罪の抑止効果があるとともに、犯罪が起きた際の

容疑者の特定にも有効な防犯カメラを、特に人が多く集まる場所に設置し、地域防

犯力の強化を図ります。 

また、老朽化した市立小学校の改築として、耐震診断の結果を受け、平成２７年

度から行っている明治小学校改築の第２期工事を行います。 

また、今後、橋梁や公園といった施設が老朽化していくことから、計画的かつ予



防的な点検・修繕、長寿命化対策を実施いたします。 

さらに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空き家の対策としまして、管理不全と

なっている空き家の除去対策を行います。 

次に、福祉の推進でございます。 

第６期介護保険事業計画に基づき、通いを中心に泊まりと訪問を組み合わせたサ

ービスを提供する看護小規模多機能型、又は、小規模多機能型居宅介護施設の整備

を行う事業者に対し補助を行うことで、介護施設の充実を図ってまいります。 

また、精神障害者医療費助成につきましては、精神障害者保健福祉手帳１級所持

者を対象に平成２７年８月診療分から実施しておりますが、平成２９年１月診療分

から、対象者を２級所持者まで拡大いたします。 

また、援助や配慮を必要とすることが外見ではわかりにくい障がい者や、内臓疾

患の方などが、配慮を必要としていることを周囲に知らせる「ヘルプマーク」の普

及・啓発に取り組みます。 

また、高齢者ができるだけ住み慣れた地域で、その人らしい生き方を続けていく

ことができるよう地域包括ケア推進の一環としまして、認知症等の方の行方不明時

に早期発見につなげるため、ＧＰＳ端末、ＱＲコード入りシールを活用する、安心・

安全「なら」見守りネットワークを継続して実施するなどの取組を行ってまいりま

す。 

次に、快適な都市基盤の整備でございます。 

近鉄大和西大寺駅周辺につきましては、これまでに引き続き、駅北口駅前広場、

駅南側土地区画整理事業及び駅南北歩行者専用道などの整備を行います。 



近鉄菖蒲池駅につきましては、構外の南北地下通路をバリアフリー化するため、

平成２７年度に引き続き、地下通路南側にエレベーターを整備いたします。 

また、通学路・交通安全施設の整備としまして、通学路等の道路上の危険箇所解

消を図るため、歩道の整備、防護柵の設置、路面標示の整備等を行うとともに、住

宅地内の安全性向上のため「ゾーン３０」の整備を行います。 

さらに、道路の安全で快適な通行の確保と維持管理費節減のための街路樹のまび

き整備を行います。 

また、平成２７年に奈良県と本市で締結したまちづくりに関する包括協定に基づ

き、奈良公園周辺地区など３地区において、まちづくりを一体的に検討し、効果的

な取組ができるようまちづくり基本構想の策定を行います。 

 

続きまして、重点施策の４つ目、その他・地方創生の推進でございます。 

平成２７年１０月に策定した「奈良市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重点

目標「女性が輝くまち、観光がうるおすまちをつくる」の実現に向けて、女性の活

躍、観光消費額増加のための施策を行います。また、観光客の誘致や、高齢者もい

きいきと暮らせる健康長寿の推進、移住・定住促進にも取り組んでまいります。 

まず、観光客の誘致でございます。 

海外からの観光客を誘致するため、近年観光消費意欲が高まっているインドネシ

ア、平成２７年訪日客数第３位の台湾、高いリピート率を示すなど成熟した市場を

有する香港といったアジア諸国を主なターゲットとして観光プロモーションを行い

ます。 



また、国籍、民族、性別、宗教などの多様さを受け入れるダイバーシティへの対

応が求められる中で、観光の分野においてもそのニーズが高まっていることから、

本市は全国に先駆け、その受け入れ態勢の構築に取り組んでまいります。 

次に、健康長寿の推進でございます。 

平成２７年度に本市で実施した健康長寿施策推進のための基礎調査の結果から、

患者１人当たりの医療費が最も高額になるのは人工透析であることや、喫煙が肺疾

患だけでなく多くの生活習慣病に悪影響を及ぼしていることが明らかになりました。

そこで、新年度では、人工透析に至る原因の第１位である糖尿病性腎症の重症化予

防事業と、喫煙が最大の原因であるといわれているＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

の早期発見を目的とする啓発事業を実施いたします。この事業を実施することによ

り、患者ご本人のＱＯＬ（生活の質）の維持・向上を図ることはもちろん、家族に

とっても介護などの身体的・経済的負担が軽減され、さらに本市にとりましても健

康寿命の延伸や医療費の適正化につながるものと考えております。 

また、「奈良市ポイント制度」を活用し、スポーツイベントのほか、幅広い年代

の方に参加していただけるように、ウォーキング、出張型体操教室といった講座を

実施し、健康づくりを応援いたします。 

また、現在検診車の巡回により行っている胃がん・肺がんの集団検診に加え、罹

患率の上昇する５０歳を対象として、受診者が希望する日時、医療機関で受診でき

る個別検診を導入し、検診体制の充実を図り、受診率の向上と早期発見・早期治療

につなげてまいります。 

次に、移住・定住の促進でございます。 



平成２７年度に引き続き、本市への移住についての情報を広く発信する定住促進

サイト「なら、らぶ、りぶ」の運営をはじめとしたシティプロモーションや、子育

て・介護等で共に育み協力できる環境づくりを支援するための３世代同居・近居住

宅支援を行います。 

また、空き家を活用するための総合窓口の設置や、東部地域と奈良町において空

き家バンクに登録された住宅の購入・改修支援事業を行い、移住・定住に向けた取

組を推進してまいります。 

 

続きまして、その他の重点施策項目でございます。 

まず、東アジア文化都市事業でございます。 

これは、日本、中国、韓国の３か国において、文化による発展を目指す都市を各

国で１都市選定し、その各都市が行う様々な文化プログラムを通して、交流を深め

る国家プロジェクトで、東アジア域内の相互理解・連帯感を高めるとともに、多様

な文化の国際発信力の強化を目指すものでございます。新年度の９月・１０月はコ

ア期間となり、「古都奈良から多様性のアジアへ」をテーマに、「舞台芸術」、「美

術」、「食」を切口としたプログラムを実施し、アジア諸地域の文化的共通性を確

認し、発信してまいります。 

次に、新斎苑整備についてでございます。 

現在の火葬場は大正５年に開設され、その後１００年間にわたって、数度の大規

模な改修工事を行いながら多くの方々の最後のお別れの場としての役割を果たして

まいりましたが、現在の施設は老朽化が激しく、今後予想される高齢化に伴う火葬



件数の増加に対して十分に応えられないため、市民ニーズに対応でき、周辺環境と

の調和や機能性と安全性を重視した火葬施設の建設が最重要課題であり、建設計画

地周辺住民の方々の理解を得ながら、新年度におきましては、都市計画決定に向け

て環境影響評価などの業務を引き続き実施し、平成３２年度の完成を目指して、整

備事業を推進してまいります。 

次に、クリーンセンター建設計画でございます。 

現在のごみ処理施設は、稼動後すでに３０年を経過して老朽化し、新たなクリー

ンセンターの建設が急務となっております。新年度におきましては、建設候補地周

辺住民の方々に丁寧な説明を引き続き行い、一定の理解が得られた時点で、必要な

調査事業等を実施し、市民のより良い生活環境の構築と循環型社会の形成を目指し、

計画的かつ効率的な施設の移転建設を推進してまいります。 

次に、（仮称）地域自治協議会の設立支援でございます。 

本市においても本格的な少子高齢化社会を迎え、安全で住みやすい快適な地域づ

くりに資するため、既存のコミュニティ組織に加え、地縁によるテーマ型の団体や、

ＮＰＯなどの新しい要素を合わせ、行政と住民が相互に連携し、ともに担い手とな

って地域の潜在力を十分に発揮する仕組みである（仮称）地域自治協議会の構築を

進めるため、補助金を交付し、設立準備活動を支援いたします。 

次に、観光センター機能強化事業でございます。 

奈良市観光センターを、奈良の多彩な魅力の発信とおもてなしのための空間とし

て、国内外の観光客だけでなく地域の人にも活用される、賑わいのある施設とする

ための機能強化を行います。 



次に、鴻ノ池運動公園の整備でございます。 

公園内の施設において大会等が開催された場合、駐車場不足による交通渋滞が発

生していることから、安全性や利便性向上のため、中央駐車場の拡張工事を実施い

たします。 

次に、陶磁器製食器類リユース・リサイクルでございます。 

ごみの減量と資源の有効利用を図るため開催しております、家庭で不用になった

陶磁器製食器類の交換市である「もったいない陶器市」が盛況であるため、その開

催回数を増やすことにより、家庭からの排出物として最終処分されていたものの資

源化、効率的なごみの減量化を実現するとともに、市民の環境意識を向上させる役

割を担ってまいりたいと考えております。 

 

続きまして、企業局の上下水道事業の予算につきましてご説明申し上げます。 

水道事業会計につきましては、施設の更新や耐震化等を計画的に実施することで、

安全で安心できる水道水の安定供給に努めるとともに、営業業務包括委託を拡大し、

お客様サービスの向上やさらなる経費の削減を図ってまいります。 

また、都 水道事業会計と月ヶ瀬簡易水道事業会計につきましては、料金収入の

限られる中、事業運営の効率化と改善を図ってまいります。 

次に、下水道事業会計につきましては、新年度は公営企業会計の導入３年目とな

りますが、企業債の元利償還金や県流域下水道維持管理負担金、施設の維持管理費

用が多額を占めており、依然として厳しい財政状況ですが、経営の改善や赤字幅の

縮小を図っていくこととしております。 



 

以上、主要な施策の概要につきましてご説明を申し上げた次第でございます。 

 

続きまして、以下、残余の案件につきまして、ご説明申し上げます。 

 

条例関係の主なものといたしましては、 

まず、議案第５１号 奈良市総合福祉センター条例の一部改正についてでござい

ますが、総合福祉センター内にある「みどりの家はり・きゆう治療所」を廃止する

もので、これにつきましては、新たに民間事業者の運営による、はり・きゅう・あ

ん摩マッサージの技術を持つ障がい者の就労の場として、引き続き利用いただける

治療所といたします。 

次に、議案第６０号 奈良市水洗便所設備費助成に関する条例の一部改正につい

てでございますが、くみ取り便所等から水洗便所への改造に対する助成金について、

時限的に増額するなどの特例を設けることを内容とするものでございます。 

次に、議案第６１号 奈良市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について

でございますが、市立奈良病院内に感染症病床を開設することに伴い、病床数の規

定を改めるものでございます。 

なお、その他の条例につきましては、これまで申し上げました予算案に関連する

制定及び改正案でございますので、個々の説明は省略をさせていただき、それらの

詳細につきましては、別添関係議案等によりご承知いただきますようお願い申し上

げます。 



続きまして、議案第６２号 包括外部監査契約の締結についてでございますが、

地方自治法第２５２条の３６第１項の規定に基づき、公認会計士   

前川  英樹 氏 と 

１，２００万円を上限とする額 

で契約締結をいたさんとするものであります。 

次に、議案第６３号及び議案第６４号は、市道路線の廃止及び認定についてでご

ざいます。 

 石打東向谷線などの７路線について、路線の付け替えなどにより、起終点に変更

が生じたため廃止し、石打東向谷線などの起終点の変更、道路の引き継ぎなどによ

り、４７路線の認定を行うものでございます。 

次に、議案第６５号及び議案第６６号の公の施設の指定管理者の指定についてで

ございます。 

議案第６５号は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、奈良市立興東

診療所の指定管理者を、「公益社団法人地域医療振興協会」に、議案第６６号は、

奈良市総合医療検査センターの指定管理者を、「一般社団法人奈良市医師会」に指

定するものでございます。 

 

以上、一括上程になりました案件につきまして、その概要を申し上げた次第でご

ざいます。 

ご審議の上、ご議決を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。            

                                （ 以 上 ）  


